
第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要

重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価

（１）効率的で
質の高い窓口
サービスの提供

1
市⺠満⾜度の高
い行政サービス
の推進

総務課
総合政策課

①窓口業務における市⺠の各種届出⼿続きの簡略化、簡
素化を目的とした窓口業務を検討します。煩雑な⼿続書
類作成の負担軽減を図るためのシステム改修を併せて検
討します。
②平⽇の開庁時間延⻑による利便性向上を目指し、市⺠
ニーズの把握、関係課の抽出、対象業務の選定を行いま
す。
③窓口業務のアウトソーシング導入に向けた取組に着⼿
します。

・市⺠の窓口申請の簡素化と受付時間の
短縮を目的に、窓口関係課の要望を集約
しシステム改修項目を決定した。

・実施計画･予算要求と実施までにクリ
アする必要があるため、課単独で計画＝
実施に至らない。

・窓口関係システム改修の方向性の決定
と実施計画要望
・窓口アウトソーシングの検討。

- - Ｃ

主管課評価のとおり。

Ｃ

2
職員及び在住外
国人の語学能力
向上

文化国際課

①外国人来庁者に対し、円滑な窓口対応を行うために、
職員を対象に「初級英語教室」を開催するとともに、英
語圏以外の方にも対応できるよう、やさしい⽇本語等で
の学習の場を設けます。
②在住外国人を対象とする初級⽇本語講座「⽇本語楽々
トーク」を開設します。

・⽇本語楽々トークの開催
・職員向け英会話教室の開催
（やさしい⽇本語講座は未実施）

どちらの事業も、受講者のレベルが違う
のでそれに合った授業をすることが難し
い。

これまでの取り組みに加え、やさしい⽇
本語教室を開催する。

⽇本語楽々
トーク：10
人
職員向け英
会話教室：
25人

⽇本語楽々
トーク：5人
職員向け英
会話教室：
20人

Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

3
サポート体制の
整備

文化国際課

①在住外国人や観光客にとって必要な情報や各種イベン
ト情報等を多言語化して発信します。
②留学を希望する市⺠へ市報やホームページ等を活⽤し
た各種情報の提供及び大規模イベントの開催に併せた市
⺠との交流機会の創出など、国際化へ向けたサポート体
制を整備します。

・各課からの依頼による文書の多言語化
・海外留学奨励金の市報掲載
・大規模イベント「市⺠・学⽣大同窓
会」の開催

市⺠と学⽣が交流したいと思える場を提
供することが難しい。

国際化へ向けたサポート体制をさらに整
備する。 市⺠・学⽣

大同窓会参
加者数：
10,000人

市⺠・学⽣
大同窓会参
加者数：
10,800人

Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

4
多様な情報媒体
の活⽤

秘書広報課

①多様な情報媒体をいかした情報発信を追究し、市⺠に
親しまれる広報力の高い情報媒体を育てます。
②印刷媒体（広報誌等）、インターネット、⽣放送スタ
ジオ、庁舎シアターなど利⽤可能な全ての情報媒体を有
効に活⽤できるようにします。
③市⺠が必要とする情報を広く、素早く共有し、危機発
⽣時にも広報⾯から市⺠の被害を最⼩限化できるように
します。
④外国人観光客を含めた観光客の積極的な誘客のため、
インターネットを利⽤した情報発信を推進します。

・「別府画像ライブラリー」：商⽤を含
め誰でも何にでも使える別府の画像素材
集として開設、SNS「Tumblr」を利⽤し
経費ゼロで実施、スマホでも美しくタグ
やキーワード検索も可能。
・「市報べっぷ」：年々掲載記事が増え
詰め込みすぎになっていたため、平成31
年度から４頁増やし紙⾯を読みやすくリ
ニューアルするとともに、一部に広告を
掲載することにした。
・平成30年３月開設の外国人向け別府市
観光ホームページ「ＥＮＪＯＹ ＯＮＳＥ
Ｎ」の内容充実に取り組んだ。

・各広報媒体への反応数というＫＰＩを
適切に設定・測定することが難しいこと
・庁舎シアターやＣＡＴＶ等、反応数を
測定する方法がない広報媒体があること

印刷媒体、インターネット、⽣放送スタ
ジオ、庁舎シアターなどの有効活⽤。
災害時にインターネットとCTBを機軸に
災害情報を素早く広報。
外国人観光客など観光客の積極誘客のた
めインターネットでの情報発信を推進。

110% 85.1% Ｃ

主管課評価のとおり。

Ｃ

5
オープンデータ
の取組の推進

情報推進課
総合政策課

①行政の透明性の向上、地域の課題解決、地域経済の活
性化を目的として、行政の持つ幅広いデータをオープン
データとして公開し、活⽤を推進します。

・推進計画の策定
・データの整備
・利⽤規約の整備
・オープンデータ公開

オープンデータについての庁内の理解を
どう深めるか。
当市の幅広いデータをどう整理しオープ
ンデータとして公開するか。

・公開に向けての作業(データの整備、
利⽤規約の整備、ホームページの整備)
・オープンデータの公開
・データの拡充・更新

- - Ａ

市役所内部の理解を得る取組や市⺠等が必
要としているデータについて情報収集をす
べきである。実績については予想を上回る
とまでは言えないため内部評価Ａは不適当
である。

B

主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

（２）国際化へ
の対応

（３）多様な
ツールを活⽤し
た情報発信と行
政情報の共有化

１
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
向
上

1/10



第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要
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主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

6
ＩＣＴ活⽤能力
及びセキュリ
ティ意識の向上

情報推進課

①ノウハウの共有や研修の実施により、ＩＣＴ活⽤能力
の向上を図るとともに、情報の不正利⽤や流出を防ぐた
めの情報セキュリティに対する職員の意識の向上を図り
ます。

・新規採⽤職員を対象にシステム操作、
セキュリティに関する研修を実施
・USBメモリ等の存在確認を実施（隔
月）
・セキュリティ事故事例の発行
・ICT推進通信の発行
・職員を対象にセキュリティアンケート
の実施

非常勤・臨時職員を含めた職員のセキュ
リティの確保のため、全職員に対してセ
キュリティポリシーの遵守状況の確認、
セキュリティ研修の受講、セキュリティ
チェックを実施する必要がある。

ICT活⽤能力向上
-既存情報システムの活⽤の推進(情報提
供)
-ICT活⽤の支援
セキュリティ意識の向上
-セキュリティ情報提供
-セキュリティ研修
-セキュリティセルフチェック

- - Ａ

職員研修実績などによる活動指標を目標数
値に設定できないか。「予想を上回る成
果」とまでは言えないので「Ｂ」が妥当で
はないか。

B

7
クラウドへの取
り組みの推進

情報推進課

①災害対策、セキュリティ対策、費⽤削減を目的とし
て、クラウド（自治体クラウド又は単独クラウド）への
取り組みを推進します。

一部仮想環境のハウジングを実施
データセンターとのネットワーク多重化
を実施

クラウド(単独)に向けて、まずはハウジ
ングを推進する。
ハウジング実施時の課題を整理する。

データセンターとのネットワーク多重化
ハウジングの推進

- - Ａ

既にネットワークの多重化やハウジングに
取り掛かっているので、「今後の方向性」
の内容はクラウド実現に向けた年次計画等
に改めるべき。

Ａ

8

マイナンバー
カード活⽤によ
る行政サービス
の拡充

総合政策課・市
⺠課・
総務課・情報推
進課

①各種証明書等を取得する⼿段を増やすことで利便性向
上を図るため、コンビニ交付、出張所・地区公⺠館の在
り方や役割についての総合的な検討を行います。
②「マイナポータル」及び「マイキープラットホーム」
の運⽤開始に伴い、本市においても行政サービス⼿段の
一つとして、どのサービスをどのような形で提供するか
を検討します。

マイナンバーカードの普及率が向上しな
いと市⺠の利便性の向上は広く図れない
ことからマイナンバーカードの取得につ
いて広報活動は実施したものの、マイナ
ンバー制度に係る行政サービスの導入等
について協議や検討は行ったが、事業実
施までには至らなかった。

コンビニ交付サービスの導入について
は、情報連携等により住⺠票等の各種証
明書の取得機会が減少することから、費
⽤対効果含めて導入効果を見込めないこ
とが想定される。

活⽤方法の検討

1件
（事業実施
件数）

0件
（事業実施
件数）

Ｄ

活⽤方法の検討にあたっては、トライ＆エ
ラーを積み重ねるべき。まずは⼩さなプロ
ジェクトで実証してみる方法を検討してほ
しい。 Ｄ

（４）ICTの活
⽤

１
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要
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第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

9
協働のまちづく
りの推進

自治振興課

①人材や組織の育成に取り組むとともに市⺠が自主的に
まちづくり活動に参画できる取組みを通じて、市⺠と市
が共に公を担う協働のまちづくりを推進します。

協働のまちづくり推進委員会を開催し、
平成29年度に市が実施した協働のまちづ
くりの推進に関する施策の実施状況につ
いて報告し、それに対する委員の評価・
意見をまとめたものを委員会が市⻑へ報
告した。
また、新採⽤職員及び各課協働推進員を
対象に研修を実施し、協働に対する職員
の意識向上を図った。

市⺠及び市、多様な主体との役割分担。 ・市⺠対象協働講座の開催
・職員研修の実施（新採⽤職員・各課協
働推進員等）
・新採⽤職員対象『協働に関する意識調
査』
・協働のまちづくり推進委員会委員委嘱
（任期２年）
・協働のまちづくり推進委員会への諮問

ー ー Ｃ

協働のまちづくりは人づくりでもある。推
進委員会をつくり各種意気込みを醸成して
も、いつも中途半端に終わるのは目標を
フォローする Plan Do Check Actionがな
いから。PDCAが実行可能な目標を掲げる
べき。

Ｃ

10
⺠間の力をいか
す公⺠連携の推
進

公⺠連携課

①これまで行政が単独で取り組んできた分野に、⺠間企
業や金融機関、大学等の「⺠間の力」を活⽤するため
に、提案、相談、情報・意見交換等を行う「べっぷ公⺠
連携ＬＡＢＯ」を開設し、公⺠連携事業を推進します。

・PPPロングリスト・ショートリスト公
表、公⺠連携ＬＡＢＯ開催（３回）につ
いては、計画通り実施した。

・「べっぷ公⺠連携ＬＡＢＯ」の開催内
容の検討・充実

・PPPロングリスト・ショートリスト公
表              ・
「べっぷ公⺠連携LABO」の開催（2〜3
回）            ・公⺠連
携職職員研修

対話参加企
業数２５社

対話参加団
体１２４団
体

Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

11
中規模多機能自
治区の形成

自治振興課

①将来の人口減少、少子高齢化を見据え、中学校区程度
の規模感をもって、多様な団体等が連携・協力して共通
する地域課題を解決する取組みを支援するため、ひとま
もり・まちまもり自治区形成事業等を実施します。
②事業を円滑に進めるため、校区内の幅広い人材によっ
て組織される自治区協議会の設立を推進します。

・７つの自治区のうち、山の⼿、中部の
２自治区において、協議会が設立され
た。
・防火・防犯パトロールや三世代ふれあ
い交流会など、７つの自治区（うち２つ
は協議会）全てにおいて、地域課題を解
決するための事業を実施することができ
た。

・中学校区単位での連携、組織づくり
・地域と行政の役割分担

・ひとまもり・まちまもり自治区形成事
業実施
・自治区協議会の設立推進
・前年度実施事業の成果公表

ー ー Ｂ

取組の改善のために何が不⾜しているかを
明確にすべき。
市⺠の理解が必要であるならば、例えば学
習会の実施回数などの活動指標を設定して
はどうか。
 まちがきれいになれば防火、防犯につな
がり、必然的に人が集まり楽しいまちにな
る。市がすることはまちなみ、通り、歩道
等のインフラをきれいにすることである。

Ｂ

12
コミュニティ・
スクールの取組
の充実

教育政策課
学校教育課

①地域課題を解決するために、各学校に設置されている
学校運営協議会を活⽤して、中学校区ごとの⼩・中学校
連携のもと、地域課題解決に向けた取組を共通理解し
て、学校と地域が協働した取組を行います。

・学校運営協議会を活⽤し、地域課題解
決に向けた中学校区連絡会を年2回開催
し、すべての中学校区で共通の取組を実
施した。
・地域と学校を繋ぐ公⺠館コーディネー
ターの質向上を図るため、研修会を年５
回実施した。
・地域学校協働活動に参画する人材を育
成するため、コミュニティ・スクール別
府市連絡会及びリーダー研修会を、それ
ぞれ年1回実施した。

・地域によって、取組を実行する際の実
働できる人員の確保が難しい。
・学校支援等を行うボランティアへの、
新たな活動者や若年層の参画が少なく、
地域への広がりに課題がある。

・中学校区における９年間を通した取組
の推進
・住⺠主体のコーディネート機能向上及
びコーディネーターの資質向上
・教職員の地域学校協働活動への理解促
進
・新たなボランティアの養成、発掘
・市⻑部局との連携

中学校区内
共通取組実
施校率100%

100% Ａ

コミュニティ・スクールはできて⽇が浅い
ので、Plan Do Check Action（PDCA）の
フォローアップをして成熟させるともっと
いいコミュニティ・スクールが出来ると思
う。

Ａ

13
「地域応援隊」
の結成

自治振興課

①地域の活性化を図るため、市職員を「地域応援隊員」
として登録し、自治会等が地域活動を行う際に、地域か
らの依頼に応じて応援隊員を派遣します。

地域行事の準備や後片付け、草刈清掃、
神輿の担ぎ⼿など30件の派遣依頼があ
り、36回、延べ185名の隊員を派遣し
た。依頼内容は力仕事も多く、地域の住
⺠からは「助かった」と喜ばれている。
また、職員が地域との関わりを持つきっ
かけにもなっている。

・自主性による積極的な参加 ・地域応援隊員の募集
・派遣依頼受付、派遣
・地域応援隊意見交換会の実施
・地域との意見交換会の実施
・地域応援隊隊員の自治区交流会の実施

登録数
160人
派遣回数
68回

登録数
200人
派遣回数
36回

Ａ

主管課評価のとおり。

Ａ

（１）協働の推
進

（２）地域コ
ミュニティの支
援

２
 
市
⺠
と
の
協
働
・
地
域
力
の
強
化
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重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価
主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

14
自主防災連携訓
練の実施

防災危機管理課

①自主防災会が機能的に活動していくためには、地域内
外の資源との連携が不可欠であるため、他の機関と連携
した「自主防災連携訓練」を実施します。
②地域住⺠だけでは解決できない問題を、地域内外の機
関と連携し、みんなで仕組みを創り、みんなが繋がり、
解決していく体制を平常時から構築し、訓練を通じての
地域づくりと資器材整備により地域防災力の向上を目指
し、現在、市が行う災害対応業務（避難所運営等）の分
担化を図ります。
③訓練実施及び対応力向上のため、計画・実施の指導や
補助金等の支援を行います。

・全145町のうち75町の自主防災会が外
部等と連携した防災訓練を実施した。
・避難所運営訓練については11月に⻲川
地区、3月に境川地区で実施、2地区とも
地元と数回に渡る事前協議を行い、複数
の関係機関を交え、400人を超える規模
の実働訓練を行った。
・南地区においても、150人を超える参
加者により避難訓練及び資機材取扱い訓
練を行った。
・地域の防災リーダーとなる防災士への
スキルアップ研修を行った

・現代の個人主義的な⽣活様式から地域
内のコミュニケーションが不⾜し、地域
活動(防災訓練)への参加意識が低いた
め、訓練が実施できていない自治会があ
る。
・自主防災会役員の高齢化及び次世代の
人材確保が課題。

・H３０年度から地域の自主防災会を主
体とした収容避難所運営マニュアル作成
及び収容避難所運営モデル地区訓練を毎
年度１箇所以上実施する。
・モデル地区訓練を実施した自主防災会
が未実施の自主防災会を訓練実施におい
て支援していくことで、連携強化、自
助・共助・地域防災力の強化に繋げる。

自主防災会
連携訓練実
施町数
１００町

７５町 Ａ

実績値（７５町）が目標値に達していな
い。更なる取組みに期待する意も込めて
「Ｂ」評価が妥当ではないか。

B

15
消防団の活性化
による防災体制
の強化

消防本部

①消防団員の増員や機能別消防団導入の調査・研究に取
り組むことにより、地域防災の担い⼿である消防団の充
実・活性化を行います。
②地域消防アドバイザーの活⽤により、⼩中学校、自治
会等への防火・防災意識の普及等を行うことで、地域に
おける防災体制の強化を図ります。

①消防団員募集推進委員会において加入
促進を各分団⻑を筆頭に友人・知人を通
じて声かけをし、平成３０年度（4･10
月）２０名の入団となり各分団プラス１
運動（係内目標）をほぼ達成した。しか
しながら、平成３０年度３月末付退職者
が３１名で、全体数（平成３０年度）は
マイナス１１名であり、アンケート調査
結果（回収率５０％）転出・転勤・仕事
都合１０名、健康上・体力６名、家庭事
情３名、その他１名であった。（複数回
答あり）
②地域アドバーザーの活⽤により、朝⽇
⼩学校4年〜6年⽣（23名）を対象に消防
体験訓練を行った。アドバイザー指導の
元、地域消防団が主体となり、訓練児
童・地域関係者が一つになり防火・防災
意識の普及、地域防災のコミュニケー
ションがとれた訓練であった。訓練後、
参加児童からの意見も好評であった。

①プラス１運動は目標達成したが、退団
者が予想以上の退団となった。アンケー
ト結果は転出・転居・仕事都合・健康
上・体力限界・家庭事情と退団せざるを
得ない理由が大半であった。今後もサラ
リーマン化、高齢化社会は避けては通れ
ない状況である。入団促進において、い
かに若い方に入団してもらえるかが今後
の課題。
②体験訓練は好評であったが、⼩学⽣も
休⽇はいろいろな行事やクラブ活動で人
員確保に苦慮した。訓練時期等余裕を
持って学校等関係者と調整を行いたい。

・消防団員募集推進委員会を中心に加入
促進
・地域消防アドバイザーによるモデル事
業実施
・機能別消防団の調査・研究・予算（実
施計画）
・機能別消防団導入・予算措置
・機能別消防団導入実施

消防団員数
４２６名

消防団員数
４０９名 Ｂ

まちは、自分たちが守るのだという意識の
ためには、市がきれいなまちづくりをしな
いといけないと思う。インフラのきれいな
まち（まちなみ）が一番のまちづくりであ
る。

Ｂ

（３）防災体制
の強化及び防災
意識の醸成

２
 
市
⺠
と
の
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・
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要

重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価
主管課
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第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

（１）公共施設
の適正配置と管
理運営の効率化

16
公共施設の適正
配置の推進

公⺠連携課

①別府市公共施設再編計画に定める⽤途別の適正配置方
針に基づき、具体的な地域・地区を選定し、どのように
再配置を実施していくかを示す個別計画を適宜策定しま
す。
②個別計画は、全地域・全地区を一⻫に対象にするので
はなく、老朽化等による建替えなど対応が急がれる施設
がある地域・地区から優先的に選定を行い、施設ごとに
建替え・廃止・複合化等を実行し、施設総量の削減に取
り組みます。

・市⺠課⻲川出張所のあすなろ館への仮
移転及び消防⻲川出張所の仮移転につい
ては計画通り実施された。
・「公共施設保全実行計画」及び「学校
教育施設等⻑寿命化計画」については、
策定を完了し、計画内容を平成３１年度
当初予算に反映させている。

・個別計画策定及び建替え・廃止・複合
化等の実施に向けた作業・全庁的な議論
には至っていない。

・「別府市公共施設再編計画」及び「別
府市公共施設保全実行計画」に基づき、
地域・地区の個別計画を順次策定し、施
設総量の削減を推進

施設延床⾯
積1％削減

1.05%減 Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

（２）公共施設
のライフサイク
ルコストの縮減

17
ライフサイクル
コストの縮減

施設整備課

①適正な規模・仕様及び省エネ機器の採⽤等、ライフサ
イクルコスト（ＬＣＣ）の縮減を考慮した「施設基準」
を策定し、新築設計に反映します。
 また、施設改修時にも同基準を可能な範囲で準⽤しま
す。
②各施設のベース照明を計画的にＬＥＤ照明に改修しま
す。
 また、改修予定表を作成し、目標進捗率（目標値）を
設定します。

①「施設基準」基礎調査、既存施設の仕
様（劣化状況）等確認
②「ＬＥＤ照明改修」既存施設蛍光灯器
具の数量等調査（図⾯確認）

②「ＬＥＤ照明改修」各施設所管課の調
査協力（既存施設蛍光灯数量調査時）

①「施設基準」策定、新築設計での採⽤、
検証・見直し
②「ＬＥＤ照明改修」予定表作成・目標数
値設定、進捗率確認 ②（H31年度

 設定予
定）

− Ｃ

公共施設のライフサイクルコストは仕方が
ない。なるべく似たような施設は統合して
少なくする必要がある。

Ｃ

総合政策課

①現在のランク設定は、「C」が「適正」
だが、適正未満であると誤解する恐れがあ
る。表現を変えれば、より的確な理解がで
きる。
②事業ごとの指定管理の意義（なぜ指定管
理が必要か）が明示される必要がある。
（例：外部評価シートに、指定管理実行決
定時/個別管理者選定時の主な理由を簡単
に記載）
③指定管理者の財務情報に収支情報
（Profit & Loss）のみならず、内部留保や
積立金などの残高情報（Balance）も把握
し、補てん必要時の対応をや、過多な超過
利益発⽣時の市からのけん制を検討する。
指定管理者が営利法人であれば、配当方
針・実績の把握が望ましい。
④上記③に加え、各指定管理者に適時予
算・実績レポートを求め、所管課は随時コ
ミュニケーションする（金額的基準・重要
性等による報告頻度の提示：年次又は四半
期〜月次（特に優良収益事業の場合）。現
在のガイドラインに収支報告の頻度が示さ
れていない。
⑤施設の設置目的の達成項目（質的判断と
アンケート調査）は、配点が40で非常に高
い割合となっている一方、⺟集団に対する
サンプル数から考えると信頼性に疑問が⽣
じる部分もある。本項目の評価信頼度を上
げると同時に真の市⺠ニーズを把握するた
めに、サンプル数や測定項目に係わるさら
なる検討が推奨される。例えば、統計専門
家による適切なサンプル数の提示、共通仕
様のアンケート質問の設計から、紙媒体・
スマホQRコード両方によるデータ収集・分
析などに至るまで 段階的に取り組みこと
も考えられる。

Ｃ

平成２９年度に改定したガイドラインに
基づき、利⽤者満⾜度向上のためのモニ
タリングを初めて実施した。

 外部有識者により構成される指定管理
者評価部会を設置すること。
 評価部会の設置にあたっては、委員や
職員の負担が過大にならないように配慮
し制度設計する必要がある。

①新たに指定管理者制度導入可能な施設を継続的に検討
します。
②利⽤料金制の拡大や独立採算制を導入する施設増加を
検討します。
③指定管理者制度連絡協議会による情報共有・連携を図
ると共に、定期的にガイドラインの見直しを行います。
④定期的なモニタリングを通して住⺠ニーズや満⾜度を
把握し、外部委員による指定管理者制度評価部会がその
モニター結果を客観的に評価します。

Ｃ

３
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

（３）指定管理
制度運⽤の継続
的な改善

18
指定管理者制度
の拡充

平成３１年度から外部有識者による評価
部会（本委員会がそれに該当する。）を
設置し、評価の透明性・客観性を確保す
る。

− −
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
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19
未利⽤財産の有
効活⽤と処分

総務課
教育政策課

①公共施設の適正配置に伴う統廃合や集約化により、不
⽤になった市有地や遊休地の積極的な貸付及び売却を行
い、財源確保に努めます。

売却は、取組計画にあった1件が来年度以
降への見送りとなったが、外３件は一般
競争入札において予定価格よりも高値で
売却できた。また貸付においても、３件
の新規⻑期契約を締結し財源を確保でき
た。

・一般競争入札における売却条件（土地
利⽤⽤途）や売却方法に苦慮する。
・急な財源化に備え、早い時期からの測
量及び不動産鑑定が必要である。
・新規貸付においては、周辺地域住⺠や
特性などを十分に考慮し貸付の決定を行
う。

・年次別の売却計画に従い、土地の売却
業務に努める。
・貸付は現状の契約維持に加え、新たな
遊休地があれば速やかに貸付を行う。 638,136千円 598,183千円 Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

20
税制の見直し等
による自主財源
の確保

市⺠税課

①あらゆる視点で税制の見直し等を検討し、自主財源の
確保に努めます。

・入湯税引上げ施行⽇が平成31年4月1⽇に決
定
・周知ポスター、自立式スタンド、旅館ホテ
ルスタッフ⽤説明シート、客室⽤リーフレッ
トの作成、配布
・入湯税特別徴収義務者への会計(入湯税)シス
テム改修補助金交付事務
（申請件数11件、補助金額合計569,000円）

入湯税納税義務者(宿泊客等)と入湯税特
別徴収義務者(旅館ホテル事業者)に理解
されるよう周知徹底に努める

・入湯税超過課税施行

0 0 Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

21
広告料収入の確
保

総合政策課

①市の資産（公⽤車、構造物、ウェブページ、広報物、
印刷物その他の資産で有料広告掲載可能なもの）を広告
媒体として活⽤し、有料で広告掲載することにより新た
な財源を確保します。

市役所共通封筒及び市報の広告掲載につ
いて準備した。

取り組みに前向きな課もあるが、実現に
至っていない課もある。

令和元年５月から共通封筒に、５月から
市報に有料広告を掲載。引き続き新たね
財源について検討する。 - - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

22
ふるさと納税制
度の拡充

総合政策課

①ふるさと納税を拡充します。
②クラウドファンディング型ふるさと納税による新規事
業（起業、移住等）支援をします。

寄附者の利便性向上や寄附額増額等のた
め、ふるさと納税ポータルサイト「ふる
さとチョイス」に加え、「さとふる」の
活⽤を開始し、寄附者から選ばれる魅力
的な返礼品の掲載を行った。

GCF（ガバメントクラウドファンディン
グ）で寄附を募る際、寄附者が共感し支
援したいと感じるプロジェクトとは何な
のか、本市が抱える課題等とマッチする
のか、事業内容等の検討が必要である。

GCFを活⽤した事業支援の検討。

− − Ｂ

ふるさと納税目標額なりGCF活⽤プロジェ
クト件数なりの目標数値の設定ができない
か。 Ｂ

23
債権管理条例制
定に伴う適正な
市債権の管理

債権管理課

①債権管理条例及び同施行規則を制定するとともにマ
ニュアルを作成し、これまで各担当課ごと独自に取組ん
でいた債権回収について、統一的な取組みにより、公平
な市⺠負担と自主財源の確保を図ります。
②債権管理に関する研修会等を実施し、専門的知識の習
得と適正な運⽤の浸透を図ります。
③各々の債権回収にかかる指導、助言を行うとともに、
困難案件に対する支援を行います。

別府市債権管理条例・施行規則（４月１
⽇施行）
別府市債権管理マニュアル策定
別府市債権管理条例及びマニュアル説明
会（５月１⽇開催）
市報６月号掲載「債権管理について」
市ＨＰ掲載「債権管理」条例・種類・Ｑ
＆Ａ
債権所管課との協議と債権所管課への指
導
市顧問弁護士による債権管理研修会（全
２回）

債権を保有する担当課の債権回収におけ
る取扱いの統一化

・債権所管課との協議及び債権所管課へ
の指導
・強制徴収公債権の滞納処分準備・開始
・非強制徴収債権の強制執行準備・開始
・市顧問弁護士による研修

- - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

４
 
持
続
可
能
な
財
政
運
営

（１）財源の確
保

6/10



第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要

重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価
主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

24 徴収率の向上 債権管理課

①滞納者への定期的な催告にて自主的納付を促します。
②速やかに資産調査を行い、差押えを強化します。
③差押物件の積極的な換価を行います。
④公売会の開催、インターネット公売等により換価を行
うとともに、納税意識の啓発に努めます。

差押予告書・即時催告書の発送
（最終催告書割愛）
各徴税吏員で催告書発送（随時）
納税相談、滞納処分（差押・換価等）
捜索実施
夜間催告実施（２〜５⽇）
県主催の合同公売会参加実施
（別府市会場提供）

適正な職員配置
・滞納処分を行う徴税吏員の不⾜
・正規職員不⾜（事務処理のマニュアル
化・平準化の推進）
・若⼿職員とベテラン職員のバランスを
取った職員配置

徴収率の向上

徴収率
95.5％

徴収率
95.57％ Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

25
国⺠健康保険税
の徴収率向上

保険年金課

①滞納者へは督促や催告を行い、自主的な納付を促しま
す。
②滞納者に対し速やかに資産調査を行い、差押さえを強
化します。
③納付額が年税額未満の者に対し、⽣活状況を把握する
と共に増額指導を行います。
④財産調査を始め⽣活状況調査等を行った結果、資力が
ないと判断された場合は、法令等に基づく滞納処分の執
行停止などを行います。

一⻫催告を実施した結果、実催告合計件
数は７，３６１件、反応率は３７．
２％、納付額（本税）は３２，９１３千
円であり、前年度と比較して反応率が
８．８ポイント上昇した。また、差押え
を執行した結果、執行合計者数は３６３
人、換価額（本税）は１８，２２３千円
であり、前年度と比較して差押えの執行
者数は１３０人増加した。
これらの取組により滞納者と接触を図
り、納税協議等を行った結果、徴収率
（現年度分）は、前年度と比較して０．
５３ポイント上昇するとともに、目標値
を０．４ポイント上回った。

催告や差押えにより滞納者と接触し、自
主納付に向けた納税協議を行うことが徴
収率の向上につながるが、滞納者からの
リアクションが少ないことが課題であ
る。

・一⻫催告（年３回）
・差押（随時）
・徴収体制の強化 (H31年度まで）

徴収率
93.6%

徴収率
94% Ａ

主管課評価のとおり。

Ａ

26
住宅使⽤料徴収
率の向上

建築指導課

①徴収強化に取り組み、現年住宅使⽤料の徴収率向上に
努めます。

 住宅使⽤料徴収率向上のため、高額滞
納者、不誠実な滞納者に対して夜間徴収
を実施し、徴収できない場合は納付計画
について協議を行った。
 また、平成30年度は、2名の高額滞納
者に対し、法的措置として執行力を有す
る即決和解を行い、徴収率の向上に努め
た。

 入居者の高齢化が進み、世帯主の失業
や⺟子世帯の増加で⽣活苦の世帯が多
く、徴収率が伸び悩んでいる。

・大口滞納者との
 ⾯談、納付指導
・即決和解の促進
・訴訟対象者の選定
・文書及び訪問督促
 の徹底

徴収率
99.51%

徴収率
99.4% Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

27
下水道事業の健
全化

下水道課

①公共下水道未接続世帯への接続勧奨（接続率の向上）
を行います。
②地方公営企業法を適⽤します。

①毎月50件程度の接続勧奨の文書を送付
し、北浜地区を中心に⼾別訪問を行っ
た。
②企業会計システムの機器設置は完了し
た。支援業務委託については、業務内容
の精査を行った結果、H31.4月発注と
なった。

①下水道への接続時に工事費⽤が発⽣す
る（一般家庭でも数十万円となる）
②平成31年度に大量の条例等の改正が必
要となる

①下水道未接続世帯への接続依頼文書の
送付及び訪問を行う。
②企業会計システムの構築、企業会計に
よる予算編成、条例改正等を行い、
R02.4.1公営企業法適⽤する。
③公共下水道全体計画区域の見直しを行
う。

接続率
 86.0％

接続率
 87.7％ Ａ

主管課評価のとおり。

Ａ

（２）受益者負
担の適正化

28 使⽤料の見直し 財政課

①受益者負担の公平性を確保するため、施設運営に要す
るコストに対し、利⽤者に求める適正な負担割合を明確
化することにより、料金の見直しを行います。
②公の施設で運⽤している使⽤料の減額・免除制度を見
直し、施設のランニングコストに係る財源の一部確保を
図ります。

全ての施設の1時間・1㎡あたりの単価を
算出した。

・各公共施設の維持管理コストの積算
・適正な使⽤料の試算
・減免規則の洗出し
・使⽤料条例の改正案作成
・減免基準案をもとに減免規則改正案作
成
・議会上程（条例改正）、規則改正
・改正条例・規則の施行

0 0 Ｂ

目標数値を設定すべきである。

Ｂ

（３）補助金等
の見直し

29
補助金等の見直
し

財政課

①補助金等の公益性、公平性、必要性及び効果について
個別に精査し、随時見直しを行います。

・7月23⽇の行政経営会議に諮り、8月1
⽇に補助金等成果報告書を公式ＨＰにて
公表した。
・平成30年度予算編成では、観光客誘致
関係補助金、高齢者運転免許証自主返納
助成や空き家改修費補助金などの見直し
により、31,564千円の削減を実施した。

・補助金等成果報告書の徴取
・補助金等成果報告書の公表（８月）
・予算編成時にヒアリング

- 31,564千円 Ａ

主管課評価のとおり。

Ａ

（１）財源の確
保

４
 
持
続
可
能
な
財
政
運
営
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要

重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価
主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

（１）総合調
整・政策形成機
能の充実

30
効率的な行政経
営システムの確
立

総合政策課

①庁内政策形成組織・システムを見直します。
②行政経営会議、政策調整会議、実施計画調整会議、政
策担当課⻑会議の見直し、充実を図ります。

協議の場となるよう出席者に事前に
協議項目の周知を行うこともあった。

協議の場でなく報告の会議となっている
ことが課題である、

デシタルファーストを掲げ、タブレット
をしようするなど効率化を図る予定であ
る。 − − Ｃ

協議の場となるような会議は意味がない。
会議は成果を発表する場でないといけな
い。あくまでも成績発表の場になるよう改
善しなければいつまでたっても同じことの
繰り返しである。

Ｃ

31
行政評価制度の
再構築

総合政策課

①事務事業の事業活動内容や目的を明確にし、翌年度事
業を含めた各事務事業のコストを把握する中で、妥当
性、必要性、効率性、公平性、有効性等の観点から、客
観的に評価検証を行い、施策の目標、方針達成のための
貢献度を分析し、実施計画及び当初予算策定などに反映
させます。
②ＰＤＣＡサイクルにより、成果を重視した評価を行う
ことによって、市の施策や事務事業などを不断に見直
し、効率的な行政運営や市⺠サービスの向上を目指しま
す。

 平成３１年度から行政改革推進計画の
進捗状況及び行政評価（事務事業評価）
を実施予定の外部委員の設置について検
討を行った。

 平成１９年度から２６年度まで行政評
価を実施していたが、現在は簡易的な内
部評価のみ行っている。外部評価を含む
制度の再構築を検討する必要があり、実
施にあたっては事務事業担当課が積極的
に改善案を提案できるような制度を構築
する必要がある。

外部評価を含む行政評価を実施する。

− − Ｃ

主管課評価のとおり。

Ｃ

32
心身障害者福祉
⼿当の再構築

障害福祉課

①既存の心身障害者福祉⼿当を見直し、障がいのある人
が地域の中で自立して⽇常⽣活や社会⽣活を送ることが
できる施策を検討します。

大分県内他市町村状況調査を実施 - ・調査結果を基に制度について検討
・影響等の効果・検証
・構築のため他施策との調整
・新制度構築

- - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

33
高齢者福祉施策
の総合的な見直
し

高齢者福祉課

①高齢者福祉施策を総合的に見直し、住⺠ニーズにあっ
た事業を展開するとともに事務量と支出の軽減を図りま
す。

 平成30年1月〜3月にかけて実施したひ
とまもり・おでかけ支援事業に関するア
ンケート調査について分析を行い、７月
に調査結果の報告書を作成した。
 ひとまもり・おでかけ支援事業につい
ては、アンケートの調査結果を基に関係
機関等と今後の方向性について検討を行
い、平成31年度は、現行の回数券方式を
継続することとし、平成32年度以降は、
高齢者福祉施策全般の整理・統合と併
せ、引き続き検討を行うこととした。

平成29年10月から実証運行を開始した
「ひとまもり・おでかけ支援事業」につ
いて、引き続き実施内容の検討を行って
いくとともに、他の高齢者福祉施策全般
の整理・統合等について、併せて検討し
ていかなければならない。

・高齢者福祉施策の整理・統合を検討

- - Ｃ

主管課評価のとおり。

Ｃ

34
施設監査体制の
見直し

福祉政策課

①福祉保健部各課で行っている指導監査や、権限移譲を
含む事務の一元化を行い、効率化を図ります。

障害福祉課、子育て支援課及び高齢者福
祉課の実施する指導監査の状況把握のた
め、調査書による照会を行い回答を得る
とともに、ヒアリングを行った。

関係課が行っている指導監査について、
県が実施している指導監査もあり、各課
の状況を事前に確認することが必要と考
える。その上で、将来的な市への権限移
譲の可能性も含め、具体的な内容を精査
する中で一元化を検討する必要がある。

・関係課へ調査書の照会
・関係課とのヒアリング
・先進地等へ調査書の照会や聞き取り
・関係課と協議 - - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

35
⽣活保護制度の
適正化

ひと・くらし支
援課

①稼動年齢層の該当者に対し、ハローワークと協力して
就労支援を行ないます。
②精神障がい者等に対し、家族や医療機関と協力して退
院促進を図ります。また、レセプト点検を充実して適正
受診の指導を行なうとともに、後発医薬品の使⽤促進の
取組を引き続き強化します。
③収入や資産の調査を徹底するとともに、扶養義務者に
対して義務の履行の徹底を図ります。
④警察と連携して行政対象暴力による不正受給を防止し
ます。また、システム化により業務の効率化を図りま
す。

⽣活困窮者就労準備支援事業に伴う医療
扶助適正化事業・被保護者就労支援事
業・収入資産等把握事業・扶養義務者調
査事業として行っている。

特になし 令和2年度より被保護者の健康状態を把
握し、健康診断の受診勧奨や⽣活習慣病
等に関する保健指導・⽣活支援を行う。

- - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

36
現業職場の在り
方の検討

職員課・教育政
策課
・総合政策課

①現業職場の在り方について検討し、今後の方向性を定
めます。

一部の職場について個別に協議を行っ
た。

・現業職場の外部委託や集約など具体的
な案について、職員団体の合意が必要で
ある。

・今後の現業職場の在り方について職員
団体との協議を開始
・現業職場の在り方についての方向性を
策定

- - Ｃ

主管課評価のとおり。

Ｃ

５
 
効
率
的
な
行
政
運
営

（２）事務事業
の見直し
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
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第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

37
組織・機構の見
直し

総合政策課
職員課

①限られた人材で多様化する業務を遂行し、より効率的
で弾力的な組織を目指し、必要に応じて、部、課、係の
再編等を行います。
②関連事業を担当する複数の部署が、必要に応じて組織
を横断して連携することにより、財源と人材の有効活⽤
や情報共有を図り、効率的な事務事業の実施に取り組み
ます。

 大型イベントに対応するため、国⺠文
化祭・全国障害者芸術文化祭事務局の設
置（イベント終了に伴い12/1廃止）、平
成31年度向けの体制として文化国際課の
国際スポーツキャンプ誘致推進室を課に
昇格しラグビーワールドカップ2019推進
室を設置し、同課内に東京2020オリン
ピック・パラリンピック事業係を設置す
るなどした。
 また、保健部門の見直しについては、
健康づくり推進課を中心に基本的な考え
方について整理した。

職員数が減少する中、効率的な行政運営
について検討し、組織・機構の見直しを
行う必要がある。事務事業の統合や所管
換えを行う場合には、関係課と事前に十
分協議し実施可能であるかを検討する。
直近の課題としては保健部門の見直し、
下水道事業の地方公営企業法の適⽤に伴
う見直しがある。

新たな課題やニーズに対応するため適宜
組織の見直しを検討する。

− − Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

38
災害時業務継続
計画（ＢＣＰ）
の策定

防災危機管理課

①市組織として、大災害時の災害対策業務の着⼿時期の
目安と、通常業務の再開優先レベル等を明確に定めるこ
とで、人的資源が不⾜する中、効率的な人員配置と迅速
な復旧、復興対応を図れるように業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）計画を策定します。

・各課個別協議を行い、災害対策業務の
着⼿時期及び通常業務の優先再開レベル
の選定を実施した。
・３月末にＢＣＰ初版が完成し、ホーム
ページへの掲載を行った。

・各課が災害は防災危機管理課の仕事で
あるとの考え方を変え、災害時の想定か
ら自らの対策部の対応を積極的に考えて
いくようにしなければ、計画の実効性が
なくなる。
・本計画発動となった場合に、優先度の
低い業務を実際に休止できるか検証が必
要である。

・H３０年度に別府市業務継続計画を策
定
・以後、訓練実施等による経験の蓄積、
状況の変化に合わせた見直しを行う。

ー ― Ｂ

チェックリストをメール送信するなど、災
害発⽣時に職員がすべきことを周知する方
法を検討し、備えてはどうか。

Ｂ

（４）行政需要
に合った職員配
置及び給与の適
正化

39

柔軟で弾力性の
ある職員の配置
と給与の適切な
見直し

職員課

①別府市定員適正化計画により職員数を削減する中で、
職員の配置については一時的な行政需要や事務事業の増
加等に対応するため、任期付職員や再任⽤職員を活⽤す
るなど、弾力的な運⽤を行います。また、臨時的任⽤職
員を「職員課付」とし、職員配置に弾力性をもたせる制
度運⽤、任期付職員や再任⽤職員のフルタイム化など、
新しい試みを検討します。
②給与制度については、社会情勢の変化や人事院勧告等
を踏まえ、適切に見直しを行います。

・フルタイム再任⽤・任期付職員の任⽤
・事務改善プロジェクトによる改善案の
実行
・非正規職員の職の再設定に向けた実態
調査の実施
・人事院勧告、大分県人事委員会勧告に
準じた給与決定

事務改善プロジェクトについてはプロ
ジェクト員が兼務であるなど多忙ではあ
るが、スケジュール感を持って取り組む
必要がある。

・会計年度任⽤職員の任⽤開始
・フルタイム再任⽤職員の活⽤
・フルタイム任期付職員の活⽤
・事務改善プロジェクトによる改善案の
実施
・人事院勧告、大分県人事委員会勧告に
準じた給与決定

- - Ｃ

令和２年４月１⽇から正規であろうと非正
規職員であろうと同一労働同一賃金にな
る。思いきった職員配置をしなければ大変
なコストがかかる。

Ｃ

（３）弾力的で
機動性のある組
織体制の確立

５
 
効
率
的
な
行
政
運
営
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第4次別府市行政改革推進計画 平成３０年度実績 総括表
 （評価の基準）Ａ：期待を上回る成果があった  Ｂ：概ね期待した成果があった  Ｃ：概ね順調だが、一部改善が必要  Ｄ：取組内容の見直しが必要

重要課題 実施項目 改革項目 主管課 改革内容 平成３０年度の取り組み内容 課題・問題点 今後の方向性 目標数値 実績値 意見 評価
主管課
評価

第４次別府市行政改革推進計画 取組実績 外部評価

（１）時代の要
請に応える人材
育成

40
組織を横断して
調整できる職員
の育成

職員課

①別府市人材育成基本方針に基づき、職員の能力や意欲
を高める施策に取り組みます。
②人事評価制度について、評価研修の実施やシステム導
入などにより、評価精度を高めることで、人材育成や組
織全体の活性化を図ります。
③正規職員と非正規職員のそれぞれが職責に応じた技能
や知識の習得及び向上を図ります。
④国、県、公益法人をはじめ、外部への職員の派遣を推
進することで、豊かな経験を持つ人材を育成します。

国、県、公益法人等の外部への職員派遣
を実施した。
階層別研修のコマ数削減、事前課題の廃
止、１回あたりの受講時間の短縮、及び
内容を実践的なものに置き換えることに
より、職員負担の軽減と現場ニーズに応
えた研修体系を確立した。

・評価者の人事評価精度の向上を図らな
ければ、公正な処遇反映ができない。

・人事評価電算システムの導入
・人事評価結果等を基礎としたやる気あ
る若⼿職員の登⽤
・次年度研修体系の見直し
・国、県、公益法人等への職員の派遣 - - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

（２）コンプラ
イアンスの推進
体制の整備

41
コンプライアン
スに関する研修
等の実施

職員課

①法令を遵守する意識、不祥事の根底となる倫理意識を
鍛えなおすことにより、公務に対する市⺠の信頼を確保
し、公正な行政運営を行うためコンプライアンスを推進
する体制を整備します。
②コンプライアンス強化のための研修を実施するととも
に、別府市職員倫理規程に基づく実効担保体制を整備し
ます。

現行の研修体系の見直しを行う中で、初
めて管理職を対象としたハラスメント研
修を実施し、コンプライアンス強化のた
めの体制整備を推進した。

・現行の研修体系の見直しを行い、優先
順位の低い研修をスクラップしたうえで
コンプライアンス研修を実施する必要が
ある。

・ハラスメント研修の実施
・別府市職員倫理規程の再周知及び啓発
・退職者に対して退職管理の徹底

- - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

（３）多様な人
材の確保

42
採⽤試験の見直
し及び広報の強
化

職員課

①採⽤にあたっては、試験の見直しや広報の強化によ
り、優れた資質、能力、意識、可能性を持った人物本位
の採⽤を進めます。特に、専門職の確保が難しい状況に
あることから、リクルート活動を推進するなど、採⽤試
験の広報やPRを行います。
②専門性の高い人材を任期付職員として採⽤します。

平成３０年度から、産業政策課が主催す
るイベントにて、就職ガイダンスを実
施。学⽣等に職員採⽤試験についての広
報を行った。また、専門性が必要な職種
については、任期職員を採⽤した。

・土木や電気等の技術職、保健師等の資
格職の受験者数が少ない。

・採⽤試験の試験内容の見直し
・優秀な人材の確保

- - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

（４）多様な働
き方の推進

43
⻑時間労働の是
正及び仕事と家
庭の両立支援

職員課

①事務改善プロジェクトを推進するなど、業務量削減や
事務事業の見直しに取り組み、時間外勤務に対する意識
改革を含めた業務の合理化・効率化を行います。また、
年次有給休暇を取得しやすい環境を整備し、計画的・連
続的使⽤の促進に努め、⻑時間労働の是正を図ります。
②女性、男性を問わず、育児・介護を行う職員が仕事と
家庭の両立を図ることができるよう、職員全体がワー
ク・ライフ・バランスの大切さを認識し、職場全体で支
援する勤務環境づくりに努め、仕事と家庭の両立を支援
します。
③⻑期病休職員の復帰を支援します。

時間外の状況について把握し、ワーク・
ライフ・バランス実現⼩委員会を開催し
た。
メンタル病休者には、本人並びに産業医
と⾯談を行い、適切な対応ができた。

 職員の意識改革、並びに職場の支援体
制の構築を図るためには、職員全員の認
識の共有が必要である。メンタルの⻑期
病休者は、原因が多岐にわたるため対応
が複雑化している。

・事務改善プロジェクト会議、改善策の
周知、実行
・ワーク・ライフ・バランスの職場への
周知、環境づくり
・主治医･産業医・ＥＡＰと共に⻑期病
休者の復帰支援 - - Ｂ

主管課評価のとおり。

Ｂ

【その他意見】
・「改革内容」と「H３０の取組内容」が番号毎に紐づけられていないものがある。
 目標数値の無い定性的評価の場合に、上記のリンク情報があり、さらに進捗度（概算）が提示されると、外部評価者がその根拠の確認・妥当性の判断を行うことで、より的確・客観的な評価ができるのではないか。

６
 
人
材
の
育
成
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